
特定非営利活動法人全国万引犯罪防止機構

セミナー特集号

「万引対策強化国際会議2017」で発した「万引対策強化宣言」の
成果報告を行いました。セミナーでは教育ビデオの紹介、異業種
間における盗難情報の共有、インターネットへの盗品流通の防止
などの報告、損害賠償請求の手引きなどの紹介をしました。

「万引対策強化宣言」の推進
 竹花　豊　特定非営利活動法人全国万引犯罪防止機構  理事長　

「ここまで来た！ ロス対策・万引対策！」
 ■コーディネーター　竹花　豊
 ■パネリスト

 近江　元　　LP教育　万防機構 LP教育制度作成委員会 委員長
 若松　修　　インターネット部会　万防機構 普及推進委員会 委員長
 稲本　義範　集団窃盗対策・情報共有　万防機構 事務局 次長
 阿部　信行　万引犯への損害賠償請求　万引防止出版対策本部 事務局長

万引の無い社会の実現に向けて企業・地域・行政が連帯
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日時／2019年３月８日（金）10：00～12：00　会場／東京ビッグサイト  会議棟601大会議室  150名参加
主催／特定非営利活動法人全国万引犯罪防止機構　協力／日本経済新聞社
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Loss Preventionの略語　ロスにつながることを事前に見つけて被害を最小限に抑える手法
Organized Retail Crimeの略語　組織的に小売店から大量に万引を行う犯罪行為
Organized Retail Crime Associationの略語 「オルカ」
組織的な大量窃盗について情報共有するために、小売店・警察などとで地域ごとに
組織された団体。ORCAの多くはボランティアによって運営されている。
「ブースター」 盗み手のこと
「フェンス」 盗品売買者、故買人、盗品買入れ所、卸拠点
ネット上の「フェンス」のこと 
The Loss Prevention Foundationの略語　損失防止財団
LPQおよびLPCといった資格制度を有している。ボードメンバーに小売業が多い。
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　  「万引対策強化宣言」の成果報告

　本日は、万引犯の被害者である小売
業の皆さま、それを助けている警備業
の方々、防犯設備機器をお作りになっ
ておられる関係者の方々、警察の
方々、そしてマスメディアの方々など
数々のジャンルの方に来ていただいて
おります。
　２年前に「万引対策強化国際会議
2017」を開催し、米国の専門家を交え
た１日半の会議の結果を「万引対策強
化宣言」として発表しております。
　万防機構は、この会議以降６項目の
宣言について様々な施策を推進してま
いりましたのでご報告申し上げます。

　項目１　小売業者の万引対応力強化

　一つひとつの店舗が個々に対策を講
じようとしないで、皆んなで万引対策
を進める連携体制を作っていこうとい
うものです。
　万防機構がその中心的役割を担って
まいります。ロス管理の徹底、万引実
態の把握などがあり、本日はロス管理
の在り方について、これまで１年半を
かけて万防機構が取組んできた成果を
ご報告致します。

　項目２　被害情報及び　　　　　犯人情報共有・活用

　孤立した闘いから皆んなで闘おうと
いうコンセプトのもと、ひとつの手法
として、具体的な被害情報や犯人に関
する情報を共有し万引対策に活かそう
という取組みです。
　渋谷プロジェクトは、渋谷区内の書店
間の被害及び犯人情報共有・活用のシス
テムです。顔認証機能を持った防犯カメ

生活の足しにしている事犯がしばしば
あります。
　アメリカでは盗品を捌いている場所
として「フェンス」という組織があ
り、これを壊滅に追い込むことが重要
な課題であるという報告がありまし
た。我が国では、それを規制する条例
はありますが、新たにインターネット
を介した盗品の流通が非常に目立つよ
うになってきています。それに対する
対策は、実はかなり大きな進歩をみせ
ています。
　本日は、話せる範囲で若松委員長か
らご報告します。

　項目５　再犯防止教育の充実等

　ある県の委託事業として進めていま
すが、まだ公表できないので本日は話
できませんが着実に進めています。
　

　項目６　万引犯に対する民事責任の　　　　　追求

　後ほど出版対策本部阿部事務局長か
らご報告をさせていただきます。

　このようなことを進めていくために
万防機構は、体制・予算面での強化が
必要不可欠です。事務局はこれまで福
井事務局長、稲本次長の二人で担って
まいりましたが、新たに元警視庁捜査
一課長光眞さんが入られました。ま
た、警視庁のご協力により４月から現
職警察官が出向してこられ、事務局が
４人体制となります。
　今後、予算面の強化はこれからの活
動を成功させるかどうかの大きな鍵と
なります。本日お集まりの皆さま、個
人あるいは企業で万防機構の会員に
なっていただけますよう宜しくお願い
します。

ラを利用して、実際に犯人として把握し
た人の顔画像を保存して、その人が入店
すると店員にアラームが流れ、警戒を
して再犯を防ぐという取組みです。
　ガイドラインはほぼ出来上がってお
り、参加する店舗の合意が得られれば
実施に移す予定です。本当はもっと早
くやろうと考えておりましたが、新し
い事業なので慎重に対応するために
様々な準備・検討がなされました。
　関係官庁、個人情報保護法の専門家
など多くの方々の意見を集約し、協力
を得てプロジェクトが最終段階にきて
いることをご報告します。
　もう一方で万防機構は、個人情報で
はない被害・犯人情報を共有・活用す
る別のシステムを作ることを考えてお
ります。すでに一部の業界団体で実施
されており、文字情報を中心として相
互に提供しあうことで万引防止を進め
るというものです。
　集団万引が多発している中部地方の
関係企業と情報交換を続けており、６
月を目標としてこのシステム作りを進
めています。顔認証機能は大変です
が、こちらのシステムなら業界・企業
の壁を越えて多くの方々が参加する可
能性がありますので大きな進展がある
と考えております。

　項目３　地域別、業態別等の万引　　　　　対策会議の定期的な実施

　中部地区もこのひとつです。また、
福島の警察が中心となり東北各地に取
組みを拡大しているところですが、詳
細をご報告するまでには至っておりま
せんので、次回にしたいと思います。

　項目４　万引した商品の転売防止　　　　　対策の強化

　万引常習犯が盗品を換金することで

「万引対策強化宣言」の推進
特定非営利活動法人 全国万引犯罪防止機構
理事長　竹花　豊

基調講演
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であることを再認識していただくこと
です。まだ売上げや店舗数を増やすこ
とに重点を置き、管理など守りの部分
の優先順位が低い企業もあると思いま
す。今後グローバルな小売業の競争が
激しくなってくると、マネジメント力
で差が出てくることになります。

LP委員会の共通認識【資料3】

　不明ロスの削減活動であるロスプリ
ベンションは、小売業にとって重要な
経営課題のひとつです。

　一方、その課題解決には、小売企業
が組織的に明確な方針のもと具体的な
実行が不可欠です。
　実行する前提としては、ロスプリベ
ンションの知識や教育の習得が、トッ
プマネジメント、現場で働く人を含め
て必要です。それを体系的に学ぶ機会
やツールを早急に作る必要があるとい
う共通認識のもとLP委員会をスタート
しました。

LP委員会の役割【資料4】

　アメリカにはロスプリベンションの
専門家の資格試験制度があります。
　将来的には、日本でも是非作りたい
と考えています。ロスプリベンション
の専門家の育成とその方たちの地位向
上を目指しています。
　アメリカのセブンイレブンのロスプ
リベンションの専門家がバイスプレジ
デントに昇格したというニュースがあ
ります。アメリカの小売業のロスプリ
ベンションの専門家には副社長や役員

クラスの方がいます。残念ながら日本
の小売業の中では専任でそういう役職
についているケースは私の知る限り皆
無です。
　重要なのは基本マニュアル・研修
ツールづくりです。どの業態・業種で
も共通に使える基本形を作ります。
　そして実際に導入実験をしてその有
効性を確認します。今回は現場向けの
ツールを作りましたのでその有効性確
認の報告をします。

LP委員会の役割【資料5】

　英文のサイトですが、興味のある方
はご覧になってください。

LP委員会のメンバーと役割【資料6】

　小売企業数社が参加されています。
またそれをサポートする様々な防犯機
器メーカー、システムメーカー、警備
のプロフェッショナルの方々にもご協
力をいただいて、現場に近いところで
議論を進めてきました。

ここまで来た！ ロス対策・万引対策！ここまで来た！ ロス対策・万引対策！

ロスプリベンション（LP）
教育制度作成委員会活動報告

万防機構 LP教育制度作成委員会
委員長　近江  元

3

3

1
2

LP委員会の開催【資料7】

　本日ご紹介するツールは、2017年秋
からスタートし、ほぼ１年間かけて
作ったものです。今後は、マネジメン
ト向けのテキスト作りを進めます。

成果物【資料8】

　委員会が求める成果物としては３つ
あります。トップマネジメント向け、
一般従業員向け、ロスプリベンション
の専門職向けです。
　まずは、対象が一番多い一般従業員
向けから作りました。現場でそれが活
かされれば即効性があります。
　現場から長過ぎないタイムで内容を
伝えるということで15分弱となりました。
　それでは動画をご覧ください。

（♪動画視聴）

セミナー

■コーディネーター

竹花　豊　  万防機構  理事長

■パネリスト

近江　元　　
若松　修　　
稲本　義範　
阿部　信行　

万防機構 LP教育制度作成委員会 委員長

万防機構 普及推進委員会 委員長

万防機構 事務局 次長

万引防止出版対策本部 事務局長

対象とします。そして不明ロスを未然
に防ごうということです。
　業種・業態を越えた小売業を対象と
し、それに加えて防犯機器メーカー、
セキュリティサービスを実行する企業
の人材にとってもロスプリベンション
教育は必要であると考えています。
　教育の基礎的な枠組み作りの第一歩と
してこの委員会を作り活動を始めました。

LP委員会の基本方針【資料2】

　LP委員会の基本方針として、不明ロ
ス全体を見るということがあります。
万引が不明ロスのどれ位の割合を占め
ているかはさまざまな調査があり、ア
ンケート調査によると世界では40%、日
本国内でもいろいろな調査があり50%を
越える場合もあり、だいたい半分位と
思われます。それだけではなく、内部
不正、内部のミスによるロスを含む不
明ロス全体を対象とするということです。
　二つ目は小売業が小売業のために作
るもので、机上の空論ではなくビジネス
の現場を大事にしようということです。
　三つ目は、経営層にロスは経営問題

　ロスプリベンションという言葉は、
まだまだ日本全国に浸透していません。
万防機構としてはロスプリベンション
という言葉自体を皆さまに共通認識と
して覚えていただきたいと思います。
　LP教育制度作成委員会は、一昨年の
９月からスタートし、ほぼ１年半経ち
ましたので、その活動報告をさせてい
ただきます。

ロスプリベンション教育制度作成
委員会の目的【資料1】

　万防機構は、万引犯罪をなくそうと
いう団体ですが、小売業の立場として
はロスを減らさなければ収益が出ませ
んし、万引だけを防いでもロスはなく
なりません。いろいろなロスがありま
すが、経済産業省は食品の廃棄ロスを
取り上げており、直近では恵方巻きの
問題がありました。廃棄ロスはその場
で分かるロスですが、我々が取り上げ
ているロスは、実際に在庫、売上げを
調べて発見されるロスです。棚卸しロ
ス、不明ロスなどといいますが、ここ
では万引だけではなく不明ロス全体を

【資料1】

【資料2】

【資料3】
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であることを再認識していただくこと
です。まだ売上げや店舗数を増やすこ
とに重点を置き、管理など守りの部分
の優先順位が低い企業もあると思いま
す。今後グローバルな小売業の競争が
激しくなってくると、マネジメント力
で差が出てくることになります。

LP委員会の共通認識【資料3】

　不明ロスの削減活動であるロスプリ
ベンションは、小売業にとって重要な
経営課題のひとつです。

　一方、その課題解決には、小売企業
が組織的に明確な方針のもと具体的な
実行が不可欠です。
　実行する前提としては、ロスプリベ
ンションの知識や教育の習得が、トッ
プマネジメント、現場で働く人を含め
て必要です。それを体系的に学ぶ機会
やツールを早急に作る必要があるとい
う共通認識のもとLP委員会をスタート
しました。

LP委員会の役割【資料4】

　アメリカにはロスプリベンションの
専門家の資格試験制度があります。
　将来的には、日本でも是非作りたい
と考えています。ロスプリベンション
の専門家の育成とその方たちの地位向
上を目指しています。
　アメリカのセブンイレブンのロスプ
リベンションの専門家がバイスプレジ
デントに昇格したというニュースがあ
ります。アメリカの小売業のロスプリ
ベンションの専門家には副社長や役員

クラスの方がいます。残念ながら日本
の小売業の中では専任でそういう役職
についているケースは私の知る限り皆
無です。
　重要なのは基本マニュアル・研修
ツールづくりです。どの業態・業種で
も共通に使える基本形を作ります。
　そして実際に導入実験をしてその有
効性を確認します。今回は現場向けの
ツールを作りましたのでその有効性確
認の報告をします。

LP委員会の役割【資料5】

　英文のサイトですが、興味のある方
はご覧になってください。

LP委員会のメンバーと役割【資料6】

　小売企業数社が参加されています。
またそれをサポートする様々な防犯機
器メーカー、システムメーカー、警備
のプロフェッショナルの方々にもご協
力をいただいて、現場に近いところで
議論を進めてきました。
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LP委員会の開催【資料7】

　本日ご紹介するツールは、2017年秋
からスタートし、ほぼ１年間かけて
作ったものです。今後は、マネジメン
ト向けのテキスト作りを進めます。

成果物【資料8】

　委員会が求める成果物としては３つ
あります。トップマネジメント向け、
一般従業員向け、ロスプリベンション
の専門職向けです。
　まずは、対象が一番多い一般従業員
向けから作りました。現場でそれが活
かされれば即効性があります。
　現場から長過ぎないタイムで内容を
伝えるということで15分弱となりました。
　それでは動画をご覧ください。

（♪動画視聴）

対象とします。そして不明ロスを未然
に防ごうということです。
　業種・業態を越えた小売業を対象と
し、それに加えて防犯機器メーカー、
セキュリティサービスを実行する企業
の人材にとってもロスプリベンション
教育は必要であると考えています。
　教育の基礎的な枠組み作りの第一歩と
してこの委員会を作り活動を始めました。

LP委員会の基本方針【資料2】

　LP委員会の基本方針として、不明ロ
ス全体を見るということがあります。
万引が不明ロスのどれ位の割合を占め
ているかはさまざまな調査があり、ア
ンケート調査によると世界では40%、日
本国内でもいろいろな調査があり50%を
越える場合もあり、だいたい半分位と
思われます。それだけではなく、内部
不正、内部のミスによるロスを含む不
明ロス全体を対象とするということです。
　二つ目は小売業が小売業のために作
るもので、机上の空論ではなくビジネス
の現場を大事にしようということです。
　三つ目は、経営層にロスは経営問題

　ロスプリベンションという言葉は、
まだまだ日本全国に浸透していません。
万防機構としてはロスプリベンション
という言葉自体を皆さまに共通認識と
して覚えていただきたいと思います。
　LP教育制度作成委員会は、一昨年の
９月からスタートし、ほぼ１年半経ち
ましたので、その活動報告をさせてい
ただきます。

ロスプリベンション教育制度作成
委員会の目的【資料1】

　万防機構は、万引犯罪をなくそうと
いう団体ですが、小売業の立場として
はロスを減らさなければ収益が出ませ
んし、万引だけを防いでもロスはなく
なりません。いろいろなロスがありま
すが、経済産業省は食品の廃棄ロスを
取り上げており、直近では恵方巻きの
問題がありました。廃棄ロスはその場
で分かるロスですが、我々が取り上げ
ているロスは、実際に在庫、売上げを
調べて発見されるロスです。棚卸しロ
ス、不明ロスなどといいますが、ここ
では万引だけではなく不明ロス全体を

【資料4】

【資料5】

【資料6】

【資料7】 【資料8】
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9 現場従業員向けLP教育動画
運用テスト報告【資料9-1～資料9-14】

　現場従業員向けLP教育動画を実際に
お店の方に観ていただいて運用テスト
を行いました。（それぞれについて説明）

 セミナー■ここまで来た！ ロス対策・万引対策！

男性
49%

75%

【資料9-1】

【資料9-5】

【資料9-6】

【資料9-7】

【資料9-8】

【資料9-9】

【資料9-2】

【資料9-3】

【資料9-4】
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2

10 11　国内不明ロス１兆円は１世帯当たり
３万円になります。そういう負担を減
らす役割もあります。
　それから内部不正、万引などの外部
不正、問題になっている集団窃盗など
の犯罪の抑止にもつながります。
　安心・安全な社会環境の実現にも貢
献できます。

LP委員会の今後の取組み

１現場従業員向けLP教育動画の普及　
　今日視聴していただいた現場従業員
向け教育動画を出来るだけ安価で普及
させたいと思います。DVDでの提供だ
けではなく、社内のｅラーニングシス
テム、マニュアル共有システムに組入
れてカスタマイズできるようなデータ
での提供の仕組みを進めています。

２マネジメント向けテキストの作成　
　（資格試験制度を視野に）

　アメリカの先例を参考にしてマネジ
メント向けテキストの作成をしたいと
思います。ロス削減は単に小売業の収
益改善に効果があるだけではなく、小
売業で働く従業員の処遇改善、結果と
してロスを負担している消費者への還
元も可能になります。

LP関連出版物および活動の紹介【資料10】

　「小売業のロス対策入門」はアメリ
カのフロリダ大学のリード・ヘイズ博
士により総合的・体系的に作られた本
です。これを昨年６月に日本語版とし
て出版しました。
　これを教科書として毎月勉強会を開
催していますので是非ご参加いただけ
ればと思います。

【資料9-10】

【資料9-11】 【資料9-13】

【資料9-14】

【資料9-12】

【資料10】

基本ルールの徹底が重要です。昨年アメリカである店長が万引犯
を追いかけて捕まえたら「追いかけるな」というルールを破った
ので降格された例があります。逆襲されて命を失うことにもなり
かねません。（その後その店長はリカバリーされた）

正解率の低い問題を修正したり削除したりしました。これはそれ
ぞれの小売業で差し替えてご利用いただいてかまいません。

この動画のデータは６つのパートに分かれていて、部分的に自分
たちで作ったものと差し替えることも可能です。
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 セミナー■ここまで来た！ ロス対策・万引対策！

インターネット部会の報告

万防機構 普及推進委員会
委員長　若松  修

万引被害品のネットへの流出を
防ぐ対策【資料1】

　万防機構でインターネット部会を担
当しております若松です。
　万引の被害品というと書籍・衣料
品・化粧品・工具類等があり、今まで
は中古店に流通するケースが散見され
ました。中古店に対しては古物営業法
という法律があり、売りに来た人の本
人確認をする、買い取った物を台帳に
記載する等、出来るだけ盗品を買い取
らないような規則があります。にもか
かわらず、残念ながら盗品が流れてい
るという現実があります。
　それに加えて万引品のインターネッ
トサービスへの流出がここ数年増えて
います。リアルショップ中古店は対面
方式で本人確認をすることに対して、
インターネットの場合、非対面のため
万引品を持ち込む際の心理的圧迫感も
かなり薄いと感じています。
　インターネットサービスは３つあり
ます。１つ目はインターネット通販、
最大手はアマゾンさん、２つ目はイン
ターネットオークション、最大手はヤ
フーオークション、３つ目はフリマア
プリ、メルカリさんが有名ですが、こ
こ数年急成長しているサービスです。

　いろいろなインターネットのサービ
スの中に盗品が紛れ込んでいるという
実態があります。例えば何年か前に大
阪で書籍の万引常習犯が捕まりました。
この犯人は医学書を専門に盗んでイン
ターネットオークションに３年間で
1,400冊出品し、平均落札価格が１冊１
万円で1,400万円荒稼ぎしていました。
　最近ではフリマアプリが急成長して
いますが、衣料品が出品され、関係者
によるチェックで盗品の可能性がある
ということになりました。出品者の備
考欄に「サイズ・色の希望がありまし
たらご記入ください」とあり、注文を
取ってから万引に行くのではと伺える
ような記述がありました。
　こういうことへの対策としてリテイ
ラー（店）とネット企業との連携強化
が求められます。

ヤフー・メルカリの参加を得て
「インターネット部会」設置【資料2】

　昨年、万防機構に「インターネット
部会」を設置しました。その背景には
インターネットオークション最大手の
ヤフーさんとフリマアプリ最大手のメ
ルカリさんの積極的参加があります。
ネット企業として不正品の取扱いをな
くしたいという強い方針で一緒に取組

むために設置しました。
■万引被害品とネット出品不審物との照合
　具体的には、万引被害品、つまりお
店で盗まれたモノとネットに出品され
た不審物を照合しています。
　被害品には個別に認識できる処置を
施した商品があります。ネット側では
個人にしては量が多過ぎるとか、同じ
人が頻繁に出品しているとか、通常の
取引とは違うケースをモニタリングし
て抽出します。
■モノの特定とヒトの特定
　お互いに照合した結果、疑わしい場
合は出品されたモノを落札して、お店
で盗まれたモノと同一であるかを検証す
る作業を進めています。
　次にヒトを特定するためには、ネッ
ト企業側から出品者に関わる情報をご
提供いただかなければなりません。当
然、個人情報保護法の規程があります
ので所定の手続きを経て警察に入って
もらって、モノの特定とヒトの特定と
いう作業を進めています。この対策を
推進することが間違いなく犯人捕捉に
つながるという確信を持って取組んで
います。

●●●
竹花：盗品を全てコントロールするこ
とは不可能ですが、この取組みによっ
て、インターネットを利用すれば盗品
が簡単に捌けるという状態から、必ず
や一歩踏み出せると考えています。

1

2

企業

【資料1】 【資料2】
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大量窃盗・常習万引被害ORCA
緊急通報システムⅡ

万防機構 事務局
次長　稲本　義範

　大量窃盗・常習万引被害ORCA（オル
カ）緊急通報システム自体は難しいも
のではありません。
　大量窃盗が多発しており、昨年岐阜
県ではドラッグを中心に30万円以上の
大量窃盗が48件あり、その内上半期は
100万円以上の大量窃盗が10件ありま
した。そういう事件が埼玉・神奈川・
静岡・愛知、特に中部で多く、企業の
方々が連携しなければいけないという
ことで会議を開催しています。
　米国では70億円位の大量窃盗の組織
が検挙されたことがあります。日本で
は群馬県警が、5年前に推定被害額5億
円の窃盗団（9人位）を捕まえました。
中国から指令が来て日本人が万引して
国際宅急便で送るという組織です。
　チェーンドラッグストア協会のデータで
は一昨年は1店舗当たりの万引被害は
140万円位で、昨年はさらに万引と思われ
るロスは悪化しています。衣料チェーンも
ロスが増えて深刻な状況になっています。
　我々は顔認証システムを使った情報
共有システムORCAⅠを作り、本格稼働
はまだしていませんが実験を進めてい
ます。今日はメールベースでの大量窃
盗の情報共有、ORCAシステムⅡについ
てお話しします。

　これは米国だけではなく、日本
チェーンドラッグストア協会では42店
舗で情報共有を始めています。情報を
出している企業と受けている企業との
アンバランス等もあり、アンケートを
取り協力を求め少しづつ広まっています。
　福島は大量窃盗のことを「爆盗」と
呼び、スタート時は確か90店舗位から
スタートしたと記憶しておりますが、
今では300店舗で情報共有を行っていま
す。福島・宮城・岩手の県をまたいで
Faxで緊急通報を発報し、警察から捕ま
えたという報告を受けるまでになって
います。福島県警の警視は参画してい
ない企業のために資料作りをしてこの
システムの必要性を説いています。
　ORCAの継続のポイントは①コストと
効果のバランスを考慮する②使いやす
いこと③技術的に分析しやすいことが
あげられます。また、ORCA間の情報共
有のフォーマットも考慮しておかなけ
ればなりません。ORCAⅠは大手の顔認
証メーカーさんの画像を相互に取り込
める仕組みを作っています。
　米国のORCAの多くはボランティアに
よって運営されていますが、肩書きが
欲しいだけの人は役に立たない。忙し
い中でも責任をもって働いてくれるメ
ンバーを入れることが重要です。ま
た、大量窃盗に立ち向かうためには情
報を共有することが重要ですが、しかし
そのためには、共有してはならない情報
を明確にしておくことが大切です。

緊急通報例

　大量窃盗があった時にすぐに具体的
内容が分かる緊急速報がメールで送ら
れるようにしたいと考えています。

盗難情報一覧画面

　配信されるデータは蓄積されますの
で、データベースとして集計・分析を
して検索できるようにします。

大量窃盗及び万引き防止活動実施に
関する協定書の締結

　現在、参画する企業との協定書を準

備しています。共有する情報と共有し
てはならない情報を明確にしています。
　万防機構と日本チェーンドラッグス
トア協会との協定書を参考に、参画企
業と協議を進めています。経営層が企
業間を越えて協定を締結しようと意思
決定できるものにし、６月からスター
トしたいと考えています。

一般からの大量被害・継続被害の
受付開始【資料2】

　万防機構のホームページに「大量窃
盗・常習万引被害情報受付フォーム」
を設けて集計できるようにしていま
す。その下に書店バージョンを作り、
出版万防にも活用してもらえるように
準備しています。
　我々は小さいお店の万引も当然防が
なければなりません。

　今日は小売業の方が多数参加されて
いますが、今は企業だけではなく、労
働組合からも万引で労働者が困ってい
るという悲鳴が上がっています。労働

者・経営者・地域社会、それぞれの立
場はありますが、ともにこういうシス
テムを作っていく主人公はここにおら
れる皆さんでなければならないと思っ
ています。

万引防止・ロス削減
具体的事例の紹介【資料3・4・5】

　本日１時半からセキュリティー
ショーで防犯カメラ、顔認証の商業的
使い方のルールのガイドブックの内容
や事例等を紹介します。
　また、私が所属する日本万引防止
システム協会のブースでは、関係機関
の指導のもと、顔認証システムとはど
ういうものかを分かりやすく、誤解が
ないように紹介していますので、そち
らにも立ち寄っていただければと思い
ます。

●●●
竹花：福島のORCAは福島県警察本部が
中心になって進めています。従って警
察の協力で企業は参加しやすいです。
　ところが今万防機構が進めているの

1

2

3

4

は、警察ではなく万防機構が中心と
なって小売業者の方々の協力のもとに
新たな仕組みを作ろうという全く別の
取組みです。
　小売業の方々の万引に対する対策、
防犯カメラの活用や店員さんの意識等
にアンバランスがあります。各店舗が
持っている犯人に関わる情報に大きな
差があります。その中でお互いに継続
して協力するには、アンバランスを少
なくする必要があります。小売業の方
に防犯に関わるハード・ソフト面の能
力の向上をお願いする必要がありま
す。それとともに、この仕組みに参加
する企業は、自らの情報が他の企業に
もたらされることを良しとしなければ
なりません。
　各企業の経営層がこの問題を理解し
て担当者を後押ししなければ進みませ
ん。それを克服する最終的な取組みが
今始まっていることをご理解いただき
たいと思います。

【資料1】【資料1】

システムイメージ【資料1】

　防犯カメラが設置され、従業員教育
がされている各店舗から本部に情報が
集まります。今までは本部止まりでし
た。しかし、犯人はドラッグストアに行き、
衣料チェーンに行ってさらに総合スーパー
に行き、カーナビを使って１日に20件位
の大量窃盗をしますので情報共有が必
要になります。そこで万防機構が緊急
通報システムを作ることになりました。
　個人情報は含まず、被害情報と地域
情報をテキストデータとして取扱います。
警視庁からの出向者がアナリストとし
てプロの目で集計・分析をします。ま
た、一般の方々からも大量窃盗の情報
は入ります。まずは中部地区の有志企
業で６月から始めるためにシステム設
計や協定書を作成しています。
　お手元の「ロスプリベンションへの
道」という冊子に「常習万引・集団窃
盗未然防止第４回　全米各地域の万引
防止連絡会ORCA（オルカ）の活躍」が
あります。４年前アメリカに行って皆
んなで勉強をした時の随行記です。　
　「日本もそうだが、米国においても店舗
間の防犯情報の共有は、まずはE-Mailの
シェアリングで徐々に人数を増やして、

Web上でのデータ
分析にまで発達し
ていく 。ニュー
ヨーク地区では、
2,000以上の店舗
と法執行機関や検
察なども入っている
会員制ORCAが存
在しており、そこか
ら情報を入手する
ことができる。」「全
米27箇所に存在し
ている」とあります。
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　大量窃盗・常習万引被害ORCA（オル
カ）緊急通報システム自体は難しいも
のではありません。
　大量窃盗が多発しており、昨年岐阜
県ではドラッグを中心に30万円以上の
大量窃盗が48件あり、その内上半期は
100万円以上の大量窃盗が10件ありま
した。そういう事件が埼玉・神奈川・
静岡・愛知、特に中部で多く、企業の
方々が連携しなければいけないという
ことで会議を開催しています。
　米国では70億円位の大量窃盗の組織
が検挙されたことがあります。日本で
は群馬県警が、5年前に推定被害額5億
円の窃盗団（9人位）を捕まえました。
中国から指令が来て日本人が万引して
国際宅急便で送るという組織です。
　チェーンドラッグストア協会のデータで
は一昨年は1店舗当たりの万引被害は
140万円位で、昨年はさらに万引と思われ
るロスは悪化しています。衣料チェーンも
ロスが増えて深刻な状況になっています。
　我々は顔認証システムを使った情報
共有システムORCAⅠを作り、本格稼働
はまだしていませんが実験を進めてい
ます。今日はメールベースでの大量窃
盗の情報共有、ORCAシステムⅡについ
てお話しします。

 セミナー■ここまで来た！ ロス対策・万引対策！

　これは米国だけではなく、日本
チェーンドラッグストア協会では42店
舗で情報共有を始めています。情報を
出している企業と受けている企業との
アンバランス等もあり、アンケートを
取り協力を求め少しづつ広まっています。
　福島は大量窃盗のことを「爆盗」と
呼び、スタート時は確か90店舗位から
スタートしたと記憶しておりますが、
今では300店舗で情報共有を行っていま
す。福島・宮城・岩手の県をまたいで
Faxで緊急通報を発報し、警察から捕ま
えたという報告を受けるまでになって
います。福島県警の警視は参画してい
ない企業のために資料作りをしてこの
システムの必要性を説いています。
　ORCAの継続のポイントは①コストと
効果のバランスを考慮する②使いやす
いこと③技術的に分析しやすいことが
あげられます。また、ORCA間の情報共
有のフォーマットも考慮しておかなけ
ればなりません。ORCAⅠは大手の顔認
証メーカーさんの画像を相互に取り込
める仕組みを作っています。
　米国のORCAの多くはボランティアに
よって運営されていますが、肩書きが
欲しいだけの人は役に立たない。忙し
い中でも責任をもって働いてくれるメ
ンバーを入れることが重要です。ま
た、大量窃盗に立ち向かうためには情
報を共有することが重要ですが、しかし
そのためには、共有してはならない情報
を明確にしておくことが大切です。

緊急通報例

　大量窃盗があった時にすぐに具体的
内容が分かる緊急速報がメールで送ら
れるようにしたいと考えています。

盗難情報一覧画面

　配信されるデータは蓄積されますの
で、データベースとして集計・分析を
して検索できるようにします。

大量窃盗及び万引き防止活動実施に
関する協定書の締結

　現在、参画する企業との協定書を準

備しています。共有する情報と共有し
てはならない情報を明確にしています。
　万防機構と日本チェーンドラッグス
トア協会との協定書を参考に、参画企
業と協議を進めています。経営層が企
業間を越えて協定を締結しようと意思
決定できるものにし、６月からスター
トしたいと考えています。

一般からの大量被害・継続被害の
受付開始【資料2】

　万防機構のホームページに「大量窃
盗・常習万引被害情報受付フォーム」
を設けて集計できるようにしていま
す。その下に書店バージョンを作り、
出版万防にも活用してもらえるように
準備しています。
　我々は小さいお店の万引も当然防が
なければなりません。

　今日は小売業の方が多数参加されて
いますが、今は企業だけではなく、労
働組合からも万引で労働者が困ってい
るという悲鳴が上がっています。労働

者・経営者・地域社会、それぞれの立
場はありますが、ともにこういうシス
テムを作っていく主人公はここにおら
れる皆さんでなければならないと思っ
ています。

万引防止・ロス削減
具体的事例の紹介【資料3・4・5】

　本日１時半からセキュリティー
ショーで防犯カメラ、顔認証の商業的
使い方のルールのガイドブックの内容
や事例等を紹介します。
　また、私が所属する日本万引防止
システム協会のブースでは、関係機関
の指導のもと、顔認証システムとはど
ういうものかを分かりやすく、誤解が
ないように紹介していますので、そち
らにも立ち寄っていただければと思い
ます。

●●●
竹花：福島のORCAは福島県警察本部が
中心になって進めています。従って警
察の協力で企業は参加しやすいです。
　ところが今万防機構が進めているの

5

6

は、警察ではなく万防機構が中心と
なって小売業者の方々の協力のもとに
新たな仕組みを作ろうという全く別の
取組みです。
　小売業の方々の万引に対する対策、
防犯カメラの活用や店員さんの意識等
にアンバランスがあります。各店舗が
持っている犯人に関わる情報に大きな
差があります。その中でお互いに継続
して協力するには、アンバランスを少
なくする必要があります。小売業の方
に防犯に関わるハード・ソフト面の能
力の向上をお願いする必要がありま
す。それとともに、この仕組みに参加
する企業は、自らの情報が他の企業に
もたらされることを良しとしなければ
なりません。
　各企業の経営層がこの問題を理解し
て担当者を後押ししなければ進みませ
ん。それを克服する最終的な取組みが
今始まっていることをご理解いただき
たいと思います。

【資料2】【資料2】 【資料4】【資料4】

システムイメージ【資料1】

　防犯カメラが設置され、従業員教育
がされている各店舗から本部に情報が
集まります。今までは本部止まりでし
た。しかし、犯人はドラッグストアに行き、
衣料チェーンに行ってさらに総合スーパー
に行き、カーナビを使って１日に20件位
の大量窃盗をしますので情報共有が必
要になります。そこで万防機構が緊急
通報システムを作ることになりました。
　個人情報は含まず、被害情報と地域
情報をテキストデータとして取扱います。
警視庁からの出向者がアナリストとし
てプロの目で集計・分析をします。ま
た、一般の方々からも大量窃盗の情報
は入ります。まずは中部地区の有志企
業で６月から始めるためにシステム設
計や協定書を作成しています。
　お手元の「ロスプリベンションへの
道」という冊子に「常習万引・集団窃
盗未然防止第４回　全米各地域の万引
防止連絡会ORCA（オルカ）の活躍」が
あります。４年前アメリカに行って皆
んなで勉強をした時の随行記です。　
　「日本もそうだが、米国においても店舗
間の防犯情報の共有は、まずはE-Mailの
シェアリングで徐々に人数を増やして、

Web上でのデータ
分析にまで発達し
ていく 。ニュー
ヨーク地区では、
2,000以上の店舗
と法執行機関や検
察なども入っている
会員制ORCAが存
在しており、そこか
ら情報を入手する
ことができる。」「全
米27箇所に存在し
ている」とあります。

【資料5】【資料5】

防犯カメラや画像認識システムの安全利用のお勧め防犯カメラや画像認識システムの安全利用のお勧め一般からの大量被害・継続被害の受付開始一般からの大量被害・継続被害の受付開始

防犯カメラの設置店は、防犯カメラ管理規定（例）に沿った運用をお願いします。

１．当店における防犯カメラの設置目的は、設置場所内の安全管理及び盗難防止に関して使用する物であ
り、記録を残す場合においてもこの目的のみに使用を限定する。

２．上記に基づき、店内には「防犯カメラ設置」や「防犯カメラ稼働中」の表示を行うことで、防犯目的で
あることを明示する。

３．記録に関しては、管理責任者を○○○○○、管理副責任者を○○○○○と定め、両名を管理者とする。
管理者以外は記録内容に触れないものとする。

４．記録保持期間は、概ね○○とし、以後上書きを行う。（記録内容によって若干前後する。）
５．記録内容の確認及び、印刷等については管理者が行い、従業員に注意を促すものについては、守秘義務
を結びセキュリティ教育を受けた従業員のみの閲覧とし、決して第三者に漏らさないこととする。

６．記録内容において第三者への提供を行う場合は必ず、記録されている映像の本人に同意を得ることとす
る。同意が得られない場合は第三者への提供を行わない。

　　なお、本人から本人の情報開示を要求された場合は、原則、それに応じなければならない。
７．上記につき、下記項目においてはこれを除外することができる。
　　① 法令に基づく場合：令状による捜査、任意協力等
　　② 人の生命身体又は財産の保護（本人の同意を得ることが困難であるとき）
　　③ 公衆衛生の向上等（同上）
　　④ 国の機関等への協力（本人の同意を得ることにより業務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき）
　　なお、記録内容の提供にあたっては、提供日時や提供先、提供した画像の内容、提供目的、理由などを
記録する。

８．管理者は防犯カメラの設置運用に関する苦情を受けた際は、誠実かつ迅速に対応し、必要な措置を講じる。
９．録画媒体等にメンテナンスを要する場合は、メンテナンス過程における録画データ漏洩を防止するた
め、保守委託先と秘密保持契約を締結する。また、録画用ハードディスクを交換する場合は、交換した
ディスクの廃棄方法・責任者を明確にすること。

【それ以外の推奨事項】
10．レコーダーは施錠できる部屋又は施錠できるケースに設置され、鍵の管理が行われている。管理者が鍵
の管理をしていること。

11．管理者は上記の規定を定期的にチェックすること。

●防犯カメラ管理規定（例）

❷運用管理規定（例）

防犯データ〈文字・画像〉を利用する際は、運用管理規程（例）を参考にされ防犯データの安全
利用をお願いします。

１．「防犯カメラ管理規定」を定め、理解し遵守すること。
２．防犯画像の活用の対象となる蓄積された個人情報は、店舗の
　　万引防止の目的のために利用するものであり、犯罪を防止す
　　るという目的外の利用は絶対に行わないこと。
　　① 防犯画像及び業務上知り得た情報のSNS書込み禁止。
　　② 防犯画像及び業務上知り得た情報の口外禁止。
３．「個人情報保護」や「組織における情報漏洩防止」に関する教育を受けた管理者（以下、管理者という。）を

配置すること。

システムが登録画像を検知した際も、お客様として、丁寧な対応に努めていただくよう徹底を
お願いします。

１．画像認識システムや不審動作検知システム等でのアラートはその
時点では犯人ではないこと、アラートの正確性が100％正しいもの
ではないことなどを踏まえ、アラート対象者を犯人と決め付けな
い対応に終始すること。

２．防犯画像利用は万引防止策の一つとしてとらえ、これのみに依存
しようとせず、その他の対策を十分講じつつ、これを補完するものと考えて活用すること。

３．社内ルールが不明確な状態で、画像情報が、個人を特定する他の情報と一体となった運用はなされない
ように配慮すること。

❶システム利用上の基本的考え方

考え方２

タレントや
スポーツ選手などの

有名人の
来店者情報も駄目！

犯人扱い
しないように
注意！

４．データをサーバーやネットワーク上で管理する場合は、アクセス権限の明確化やアクセス・ログの記録
保存やウィルス対策を確実に行ない情報漏洩や目的外の利用の防止に努めること。加えてデータを保存
するコンピューター及びメモリーないしハードディスク等の記録媒体はワイヤーでロックするなど、持
ち出しができないような物理的措置を講じること。

５．紙媒体は施錠できる部屋又は施錠できるケースに保管し、鍵の管理者が管理、管理者以外の持ち出しを
禁止すること。

６．利用される情報の確認、印刷等については管理者が行うこと。また、情報を利用する従業員に対して
は、必要な範囲でのみ情報を提供すること。

７．システムに登録したのち一定期間を経過してもシステムの対象とならない画像はこれを削除すること。
またシステムに登録をしておく必要が無くなった対象はその期限に関係なく消去すること。

８．管理者を含め、関係する従業員等には、就業規則や或いは誓約書等で秘密保持のルールを守らせるとと
もに、セキュリティ教育を施すこと。

【管理責任者が異なる小売店の関係者間で情報を共同利用する場合】※
９．自社及び情報共有先会社に、防犯カメラ管理規定があり、遵守されていること、また、各店舗に「個人
情報保護」や「組織における情報漏洩防止」に関する教育を受けた管理者が配置されていることを確認
し合っておくこと。

10．相互に提供する画像は、警察への被害届けの際に警察に提示し、万引犯人に関する画像であること。ま
たは商品隠匿などの画像確認可能な映像がある確実な事犯であり、店長や総務部長によって確認された
ものに限定すること。「疑わしい」だけの情報の共有はしない。

11．共有する画像は一定期間を経過してもシステムの対象とならない画像はこれを削除すること。またシス
テムに登録をしておく必要が無くなった対象はその期限に関係なく消去すること。

12．情報リスク対策のためにも共有する情報は防犯上必要最小限に限定し、法令に準拠した各社間の取り決
めの範囲内に留めること。

※個人情報保護法上、共同利用を行う際には、①共同利用をする旨、②共同利用される個人データの項目、③共同利
用する者の範囲、④利用目的、⑤責任を有する者の氏名又は名称を予め本人に通知し又は本人が容易に知り得る状態
（例：ホームページの掲載やパンフレットの配布など）に置くこと、が必要です。詳細は、個人情報保護法第23条5項
3号、同ガイドライン（52-55頁）、同Q&A（A5-28～A5-32）をご確認下さい。
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ルール１
　万引防止シス

テムをお使いい
ただきありがと

うございます。
日本万引防止シ

ステム協会の加
入会員企業で

はその製品の品
質・機能におい

て万全を期して
設置・導入を進

めております。

　今後の重点施
策として、未然

防止や不審者発
見のトリガーと

してのＥＡＳ機
器導入による不

明ロスの削減

効果の向上に加
え、新たに犯罪

行為の再発防止
につながる防犯

画像技術などの
新技術の利用を

推進して参り

ます。その際、
考慮しなければ

いけないことは
、防犯データ〈文

字・画像〉は、
対象者の個人情

報保護、肖像

権、プライバシ
ーの侵害等への

法的な配慮が必
要である点です

。

　新たに改正個
人情報保護法が

平成29年5月30
日に全面施行さ

れました。これ
により、カメラ

で撮影した顔

画像及びその画
像から抽出した

画像データで個
人を識別できる

ものを個人情報
と定義しており

、防犯カメラ

画像は、基本的
に個人情報にあ

たることを前提
に、来店者の理

解を得る対応が

必要となってい
ます。具体的な

対応としては、
店頭や店内に「

防犯カメラ設置
（一

例）」の告知POP
掲示を徹底する

ことなどが求め
られています。

　また、個人情
報保護法上は、

例えば、防犯目
的のために取得

したカメラ画像
やそこから得ら

れる顔認証

データについて
防犯以外の他の

目的に利用する
場合は本人の同

意が必要である
ほか、顔認証デ

ータなどの個

人データを６か
月以上保有する

保有個人データ
とする場合、保

有個人データに
関する事項の公

表、開示等請

求対応、苦情の
処理等に対応す

る必要がありま
す。なお、個人

情報保護法の概
要や詳しい改正

のポイントは

個人情報保護委
員会のホームペ

ージ（http://w
ww.ppc.go.jp/

）で確認できま
すので、本部担

当者の皆様は

チェックされま
すようお願いし

ます。

　万引を防止す
るために、でき

る限りの措置を
講じることは、

店舗の財産権を
守るうえで当然

の権利である

とともに、犯罪
を抑止するとい

う社会の要請に
合致するもので

す。いわば、社
会的責任である

と言えます。

防犯カメラに録
画された防犯画

像を活用するこ
とについても同

様に考えられる
べきであり、それ

が万引防止等に

有効であり、かつ
、個人情報保護

法を遵守し、人権
を侵害すること

のない範囲で、
これを積極的に

活用することが

望ましいと考え
ます。

1. ルール

2. 考え方

3. 参　考

防犯カメラや画
像認識システム

の安全利用のお
勧め

（参考例）

本書の概要

❶システム利用
上の基本的考え

方  ………………
………P３

※システム活用
にあたっての考

え方をまとめま
す。１

❶カメラ画像の
取扱いに関する

個人情報保護法
Q&A  …P４

※カメラ画像を
取り扱う際の個

人情報保護法上
の留意点を

　示したQ&Aに
なります。

１

❶防犯カメラ管
理規定（例）……

…………………
………P２

❷運用管理規定
（例）…………

…………………
…………P２

※安定した運用
の為、基本ルー

ルを制定し周知
します。

１
２

2017年度解釈

日本万引防止シ
ステム協会

1

店舗の入口などに設置したカメラで来店者の
顔を自動で検出し、あらかじめ登録された人
物との確認を行うシステムです。
特定人物の来店をスピーディーに検知し、管
理者に知らせることができます。

顔認証技術には「静止画認
証技術」と「動画認証技術」
があります。
カメラの前で立ち止まって、
自己の意思で認証を行う積
極認証タイプ、本人がカメ
ラを意識しないで、複数人
や歩行中等の動画で認証す
る非積極認証があります。
非積極認証はカメラ設置位
置等の設置環境により、認証
精度に大きな差が生じます。

顔認証システムパソコン・サーバ

顔認証システムサーバ・ワークステーションカメラ

パソコン クラウド

「カメラ内蔵」の顔データベースで
顔を検出・照合

通知

カメラ本体に顔認証システムが内蔵された一体型タイプ

顔認証専用のパソコン・サーバで構成

顔認証専用のサーバ・ワークステーションで構成

クラウドに画像のデータベースを持つ顔認証システム

カメラ

カメラ

●高速顔認証（リアルタイム）
●複数人同時認証
●カメラとの距離（低解像度認識）
●様々な顔の角度
●様々な照明条件

への対応が必要

積極認証
本人の意思で認証を行う（静止画）

非積極認証
本人が意識せず認証される（動画）

顔認証システムの多くはカメラと顔認証ソフトウェア、パソコン、サーバ、ワークステーション、
クラウド等から構成されます。

アラームはメールなどで通知されます。

カメラと顔検知・顔照合するソフトウェアを処理
するパソコン・サーバ型タイプ

多数のカメラをサーバ・ワークステーションで処理
を行う

画像や文字情報のデータベースの構築をクラウド
を利用する。

検 知
Detection

認 識
Recognition

識 別
Identification

認 証
Authentication《顔認証までのフロー》

HUB

HUB

HUB

通知

通知

通知

顔　画像の利用

顔　画像を利用した来店客検知システムとは

顔　認証技術

顔　認証システムのモデル構成例
保存された顔画像と、カメラシステムで取得
した顔画像を照合するシステムは、公共イン
フラである空港の出入国管理から、アミュー
ズメント施設の入場
管理や小売業の防犯
対策として導入が進
んでいます。

2 3

日本万引防止シ
ステム協会

2018年度版

安全・快適なお店
作りのために

顔画像を利用し
た来
店
客
検
知
シ
ス
テ
ム

来
店
客
検
知
シ
ス
テ
ム

　現在、画像を
使ったシステム

があらゆる分野
で急速に導入が

進んでいます。

このパンフレッ
トは、特に顔画

像を利用したシ
ステムに注目し

、その概要や

用語をスピーデ
ィーに正しく学

ぶために作成い
たしました。

　先に制作いた
しました「防犯

カメラや画像認
識システムの安

全利用のお勧め

2017年度版」と
あわせてご活用

ください。

制作：工業会  日本万引防止システム協会（JEAS）

制作：工業会  日本万引防止システム協会（JEAS）
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万引防止・ロス削減　具体的事例の紹介（結果）万引防止・ロス削減　具体的事例の紹介（結果）
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万引犯への損害賠償請求について

万引防止出版対策本部
事務局長　阿部　信行

1

2

4

5

6

3

特定非営利活動法人

全国万引犯罪防止機構

不明ロス率を1.5％から0.08％に改善した
三洋堂書店の万引損害賠償請求取り組み事例紹介

損害賠償請求の手引き

万引犯への損害賠償請求始めよう！始めよう！

　万防機構はこのパンフレットを１部100
円、50部単位で頒布します。各方面から
関心をもっていただいているところです。
　コンビニのビニール袋で店に入って
来てリュックに詰め替える手口の「ビ
ニール男」と呼ばれる常習犯がいるそう
です。今後そういう手口の情報をメー
ルで共有することも考えています。
　最後に繰り返しになりますが、『盗ん
でもほとんど損害賠償されない日本』
から、『どの店で盗んでも必ず損害賠償
される日本』に変えるため取り組んで
参りたいと存じます。

●●●
竹花：質疑応答の時間がなくなりまし
たので、ご質問のある方は電話あるい
はメールでお問い合わせください。
　最後に私から３点ご連絡します
①万防機構の総会を６月18日午後、主
婦会館で行います。時間や内容が決ま
りましたらご案内させていただきます。
今日お話しした事柄をもっとクリアに
皆さま方にご説明できると思います。
②今日のセミナーは日経新聞のご協力
で開催することが出来ました。御礼を
申し上げます。有難うございました。
③日本実務出版のホームページにセ
キュリティナビがあり、ここに「やけ
くそ万防日記」があります。ご覧に
なった方はいらっしゃいますか。これ
は私が書いています。一部は関係の
方々に書いてもらって載せています。
12月中旬から既に10回位書いており、
毎週１回出ます。ここにお集まりの万
引問題に関心のある皆さまに是非とも
お読みいただきたいと思います。皆さ
まが疑問に思っている問題についてか
なり詳細な見解を述べています。
　例えば「検挙か防犯か」古くて新しい
問題についてどう考えるかについて
も、真剣な論考を載せるつもりです。
ご関心をもっていただけるようお願い
申し上げます。

　本日は最後まで熱心にお聞きいただ
きまして有難うございました。

は3,000～4,000円で126件、４番は
1,000円未満で97件です。
　先ほどこの取り組みはすぐに始めら
れると申し上げましたが、その前段と
しては、この取り組みの細部まで理解
してもらう従業員教育が絶対に必要で
す。後段としては経営者が自分のお店
をどうしたいのか、お店作りの信念が
なければ従業員もなかなかこの問題に
は取組めないと思います。また、犯人捕
捉後のやり取りで生じる訴訟リスクを回避
するスキルを作り上げる必要があります。
　この１月から当取り組みのネット
ワークづくりを始めました。自店の万
引被害を公表することは経営者にとっ
ては嫌なことなので外には出しません。
しかし、損害賠償請求をやってみませ
んかということで、既に実施してい
る、あるいは検討している書店にお声
掛けをしたところ、12の書店から一緒
にネットワークを組みたいというお話
しをいただきました。どういうネット
ワークがそれぞれのお店の万引防止に
資するのかの検討はこれからです。
　今後の展開ですが、共通で活用でき
る内容を探っていきたいと思います。
また、「あの地域で万引すると損害賠償
請求されるぞ」という地域ができると
この取り組みも波及するのではと考え
ています。書店だけではなく商店街も
含めて展開していきたいと思います。

償の逆損害賠償などの訴訟リスクもあ
ります。大変重要なノウハウです。請
求金額を「人件費相当」とすれば問題
ないがダイレクトに「人件費の請求」
というと難しいなど、言葉使いも重要
なポイントになります。

　同社の加藤社長は、共にこの取り組
みを作り上げてきたウェリカジャパン
のコンサルタント豊川さんと「万引き
させないお店にする法」という本を出
されています。

　この取り組みのリアリティーを持た
せるために、同社の請求金額の実際を
申し上げます。05年８月から17年１月
までの同社のデータでは、万引犯への
請求額の平均が5,802円、入金額の平均
が5,113円です。最高額は254,907円、
最少額267円です。損害賠償の金額別件
数は１番は1,000～2,000円で177件、
２番が2,000～3,000円で161件、３番

犯人に自分の犯した過ちの重大さを認
識させ、二度と万引しないように抑止
につなげることが重要です。

損害賠償請求の成果【資料1】

　３ページ下のグラフは「防犯関連取
り組み時期と不明ロス率の推移」で
す。損害賠償請求だけで不明ロス率が
下がったわけではなく、複合的なさま
ざまな取り組みによることが分かりま
す。重要なのは「防犯コンサルタント
の指導のもと、従業員に対しての教育
を実施しました。」という部分です。
ポスターやパンフレットも防犯コンサ
ルタントとの共同作業で、その存在が
非常に大きな力になっています。

損害賠償の手順

　４ページ、損害賠償の手順として、
損害賠償請求の作業の流れが書いてあ
ります。また「盗難・器物損壊事案報
告書」、５ページの「損害賠償請求書」、
損害賠償請求の最終手続き「内容証明郵
便」これらの書類は、ご希望の方には
メールでお送りしますのですぐにでも
本取り組みを始めることが出来ます。
　５ページ下段にある通り、入金率は
最近５年間平均で86%を維持していま
す。そして同社は回収した賠償金は万
防機構に全額寄付しています。

損害賠償請求に関する犯人との交渉

　６ページは「損害賠償請求に関する
犯人との交渉」です。今、インター
ネットで検索すると弁護士が「万引き
事件の弁護をします」とたくさん出て
きます。交渉次第では強要罪、損害賠

示したものです。この間同社の不明ロス
率は1.5%から0.08%に改善されています。

「万引犯に対する民事責任の追及」の
実施に向けて

　パンフレットの１ページには、万引
対策強化宣言の第６項「万引犯に対する
民事責任の追及」の実施に向けて同パ
ンフレットが制作されたとあります。
　「なぜ損害賠償ができるのか？」首都
大学東京の星法学博士に見解をいただ
いています。

窃盗犯の補足事例：５項目の警告

　三洋堂書店さんの万引防止対策のポ
イントは２ページのポスターです。５
項目の警告をきちんと書き、万引しよ
うとする者に対して明示しています。
ご希望があればポスターのデータをお
渡ししますので、書店名を差し替えて
ご利用いただくことが可能です。

なぜ損害賠償請求するのか

　３ページ、「なぜ損害賠償請求するの
か」被害の回復という面もありますが、

　今日は「始めよう！万引犯への損害
賠償請求」というパンフレットについ
てお話しします。
　一昨年の９月に万引防止出版対策本
部を立ち上げて２年になります。旧来
万引は書店の自己責任とされてきまし
た。しかしながら出版界全体の売上げ
が減少する中、利益確保と書店存続と
いう観点から、万引防止に取り組まな
ければならないということで、業界初
の横断的万引防止の団体を作りました。
　出版取次会社のトーハンから毎年
「書店経営の実態」という本が出され
ていますが、それによると、書店の営
業利益率は１%にはるか届きません。１
冊万引されると、いかに甚大な被害
か、何冊売らなければ利益を取り戻せ
ないか、少し考えていただければすぐに
お分かりいただけると思います。
　今日、このパンフレットのお話しの
結論から先に申し上げますと、「万引
は割に合わない」「万引をしたら損害
賠償をするのは当たり前」という新し
い社会常識を作りたいということで
す。新たな社会規範を作ることで万引
抑止につなげたいと考えています。
　万防機構による万引被害の最新調査
によると、出版万防が出来てから書店
の回答数が102社から152社に増えまし
た。そこで書店だけのデータを取り出
してみることにしました。
　その中で損害賠償請求については、
474社のうち24社が実施していると回答
し、検討中が37社でした。これを書店に
限ると153社のうち実施しているのが13
社、検討中は19社という回答でした。そこ
でまず書店を中心に損害賠償請求を普
及、拡大していこうということになりました。
　パンフレットは、名古屋の三洋堂書
店さんの05年から13年に渡る万引防止
への取組みのノウハウを全てここに開
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 セミナー■ここまで来た！ ロス対策・万引対策！

防犯関連取り組み時期と不明ロス率の推移
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【資料1】

※万防機構
　推奨図書

　万防機構はこのパンフレットを１部100
円、50部単位で頒布します。各方面から
関心をもっていただいているところです。
　コンビニのビニール袋で店に入って
来てリュックに詰め替える手口の「ビ
ニール男」と呼ばれる常習犯がいるそう
です。今後そういう手口の情報をメー
ルで共有することも考えています。
　最後に繰り返しになりますが、『盗ん
でもほとんど損害賠償されない日本』
から、『どの店で盗んでも必ず損害賠償
される日本』に変えるため取り組んで
参りたいと存じます。

●●●
竹花：質疑応答の時間がなくなりまし
たので、ご質問のある方は電話あるい
はメールでお問い合わせください。
　最後に私から３点ご連絡します
①万防機構の総会を６月18日午後、主
婦会館で行います。時間や内容が決ま
りましたらご案内させていただきます。
今日お話しした事柄をもっとクリアに
皆さま方にご説明できると思います。
②今日のセミナーは日経新聞のご協力
で開催することが出来ました。御礼を
申し上げます。有難うございました。
③日本実務出版のホームページにセ
キュリティナビがあり、ここに「やけ
くそ万防日記」があります。ご覧に
なった方はいらっしゃいますか。これ
は私が書いています。一部は関係の
方々に書いてもらって載せています。
12月中旬から既に10回位書いており、
毎週１回出ます。ここにお集まりの万
引問題に関心のある皆さまに是非とも
お読みいただきたいと思います。皆さ
まが疑問に思っている問題についてか
なり詳細な見解を述べています。
　例えば「検挙か防犯か」古くて新しい
問題についてどう考えるかについて
も、真剣な論考を載せるつもりです。
ご関心をもっていただけるようお願い
申し上げます。

　本日は最後まで熱心にお聞きいただ
きまして有難うございました。

は3,000～4,000円で126件、４番は
1,000円未満で97件です。
　先ほどこの取り組みはすぐに始めら
れると申し上げましたが、その前段と
しては、この取り組みの細部まで理解
してもらう従業員教育が絶対に必要で
す。後段としては経営者が自分のお店
をどうしたいのか、お店作りの信念が
なければ従業員もなかなかこの問題に
は取組めないと思います。また、犯人捕
捉後のやり取りで生じる訴訟リスクを回避
するスキルを作り上げる必要があります。
　この１月から当取り組みのネット
ワークづくりを始めました。自店の万
引被害を公表することは経営者にとっ
ては嫌なことなので外には出しません。
しかし、損害賠償請求をやってみませ
んかということで、既に実施してい
る、あるいは検討している書店にお声
掛けをしたところ、12の書店から一緒
にネットワークを組みたいというお話
しをいただきました。どういうネット
ワークがそれぞれのお店の万引防止に
資するのかの検討はこれからです。
　今後の展開ですが、共通で活用でき
る内容を探っていきたいと思います。
また、「あの地域で万引すると損害賠償
請求されるぞ」という地域ができると
この取り組みも波及するのではと考え
ています。書店だけではなく商店街も
含めて展開していきたいと思います。

償の逆損害賠償などの訴訟リスクもあ
ります。大変重要なノウハウです。請
求金額を「人件費相当」とすれば問題
ないがダイレクトに「人件費の請求」
というと難しいなど、言葉使いも重要
なポイントになります。

　同社の加藤社長は、共にこの取り組
みを作り上げてきたウェリカジャパン
のコンサルタント豊川さんと「万引き
させないお店にする法」という本を出
されています。

　この取り組みのリアリティーを持た
せるために、同社の請求金額の実際を
申し上げます。05年８月から17年１月
までの同社のデータでは、万引犯への
請求額の平均が5,802円、入金額の平均
が5,113円です。最高額は254,907円、
最少額267円です。損害賠償の金額別件
数は１番は1,000～2,000円で177件、
２番が2,000～3,000円で161件、３番

犯人に自分の犯した過ちの重大さを認
識させ、二度と万引しないように抑止
につなげることが重要です。

損害賠償請求の成果【資料1】

　３ページ下のグラフは「防犯関連取
り組み時期と不明ロス率の推移」で
す。損害賠償請求だけで不明ロス率が
下がったわけではなく、複合的なさま
ざまな取り組みによることが分かりま
す。重要なのは「防犯コンサルタント
の指導のもと、従業員に対しての教育
を実施しました。」という部分です。
ポスターやパンフレットも防犯コンサ
ルタントとの共同作業で、その存在が
非常に大きな力になっています。

損害賠償の手順

　４ページ、損害賠償の手順として、
損害賠償請求の作業の流れが書いてあ
ります。また「盗難・器物損壊事案報
告書」、５ページの「損害賠償請求書」、
損害賠償請求の最終手続き「内容証明郵
便」これらの書類は、ご希望の方には
メールでお送りしますのですぐにでも
本取り組みを始めることが出来ます。
　５ページ下段にある通り、入金率は
最近５年間平均で86%を維持していま
す。そして同社は回収した賠償金は万
防機構に全額寄付しています。

損害賠償請求に関する犯人との交渉

　６ページは「損害賠償請求に関する
犯人との交渉」です。今、インター
ネットで検索すると弁護士が「万引き
事件の弁護をします」とたくさん出て
きます。交渉次第では強要罪、損害賠

示したものです。この間同社の不明ロス
率は1.5%から0.08%に改善されています。

「万引犯に対する民事責任の追及」の
実施に向けて

　パンフレットの１ページには、万引
対策強化宣言の第６項「万引犯に対する
民事責任の追及」の実施に向けて同パ
ンフレットが制作されたとあります。
　「なぜ損害賠償ができるのか？」首都
大学東京の星法学博士に見解をいただ
いています。

窃盗犯の補足事例：５項目の警告

　三洋堂書店さんの万引防止対策のポ
イントは２ページのポスターです。５
項目の警告をきちんと書き、万引しよ
うとする者に対して明示しています。
ご希望があればポスターのデータをお
渡ししますので、書店名を差し替えて
ご利用いただくことが可能です。

なぜ損害賠償請求するのか

　３ページ、「なぜ損害賠償請求するの
か」被害の回復という面もありますが、

　今日は「始めよう！万引犯への損害
賠償請求」というパンフレットについ
てお話しします。
　一昨年の９月に万引防止出版対策本
部を立ち上げて２年になります。旧来
万引は書店の自己責任とされてきまし
た。しかしながら出版界全体の売上げ
が減少する中、利益確保と書店存続と
いう観点から、万引防止に取り組まな
ければならないということで、業界初
の横断的万引防止の団体を作りました。
　出版取次会社のトーハンから毎年
「書店経営の実態」という本が出され
ていますが、それによると、書店の営
業利益率は１%にはるか届きません。１
冊万引されると、いかに甚大な被害
か、何冊売らなければ利益を取り戻せ
ないか、少し考えていただければすぐに
お分かりいただけると思います。
　今日、このパンフレットのお話しの
結論から先に申し上げますと、「万引
は割に合わない」「万引をしたら損害
賠償をするのは当たり前」という新し
い社会常識を作りたいということで
す。新たな社会規範を作ることで万引
抑止につなげたいと考えています。
　万防機構による万引被害の最新調査
によると、出版万防が出来てから書店
の回答数が102社から152社に増えまし
た。そこで書店だけのデータを取り出
してみることにしました。
　その中で損害賠償請求については、
474社のうち24社が実施していると回答
し、検討中が37社でした。これを書店に
限ると153社のうち実施しているのが13
社、検討中は19社という回答でした。そこ
でまず書店を中心に損害賠償請求を普
及、拡大していこうということになりました。
　パンフレットは、名古屋の三洋堂書
店さんの05年から13年に渡る万引防止
への取組みのノウハウを全てここに開
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普及推進活動の一環として、地方公共団体依頼のセミナー、
小売業団体からの万引防止講座、学校・PTA主催のセーフ
ティー教室やフォーラムへの委員派遣、家庭裁判所や拘置
所での講話を行っております。最近ではモデル店舗認定の
審査員やTV・ラジオへの出演など、活躍のフィールドを広げ
ております。その中で皆様との対話を強化していく所存です。
ご相談ページを準備しましたのでご利用ください。

委員・講師派遣について

日本の規範を取り戻すためにあなたの寄付が必要です。
万引犯罪防止のための社会システムの構築が広く推進されて
いくためには、地域社会の生活者ひとりひとりの自覚ととも
に、広い社会からの支援の輪が必要です。つきましては、
財政的支援のご意思をお持ちになる篤志家の方々に広範な
ご協力を衷心よりお願い申し上げます。

寄付のお願い

事 務 局 よだ り

　この度、弊機構の業務拡大により、人員の増強を行いました。それに伴い、2019年２月12日に
事務所を下記に移転致しました。電話番号及びFAX番号も変わりましたのでご案内申し上げます。
　これまでの四谷の事務所は分室として、今後も打ち合わせ等で適時使用致します。
　今後ともなお一層のご支援を賜りますようお願い申し上げます。

記

移転先：〒101-0062　東京都千代田区神田駿河台１丁目２番地　書店会館４階
電　話：03-5244-5612
F A X：03-5244-5613
Eメール：info8@manboukikou.jp（変更ございません。）
交　通：JR中央線　御茶ノ水駅より徒歩６分

JR御茶ノ水

神田駿河台局〒

聖橋口

聖橋

三井住友

〒小川町局
本
郷
通
り

都営新宿線
小川町駅

靖国通り

〒御茶ノ水局

千代田線
新御茶ノ水駅

丸ノ内線
御茶ノ水駅お茶の水橋

神田駿河台2

山の上ホテル

お茶の水小

明治大学

記念文庫

杏雲堂病院

東京YMCA会館 東
京
メ
ト
ロ
丸
ノ
内
線

東
京
メ
ト
ロ
千
代
田
線

日本大理工学部
日本大学病院

理工学部4号館

三井住友海上
駿河台新館

三井住友海上
火災保険本社

日新火災
海上保険東京本社

三楽病院

駿河台下
神田小川町3

新お茶の水ビルディング
お茶の水サンクレール高層棟

御茶ノ水橋口

二号館
工業化学科

化学会館
お茶の水

ホテルジュラク

書店会館書店会館

B3出口
神保町駅

東京音楽大学発祥の地

都
営
三
田
線

東京商科・法科
学院専門学校

神田川

都営新宿線・半蔵門線 新御茶ノ水駅
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